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2023年の日本国内・市区町村間移動者数は526万3249

人（対前年▲4万7723人（▲0.9%））となっている。

この移動者数を都道府県「間」移動者数と都道府県「内」移

動者数に分類すると、都道府県「間」移動者数は254万4639

人（▲8795人（▲0.3%））である。コロナ禍以降2021年・

2022年は増加していたが、2023年には3年ぶりに減少に

転じた。また、この移動における年齢別で多いのは20-24歳

（58万2420人）、25-29歳（52万7960人）、30-34歳（31

万518人）となっており、社会に出てからのほうが住民票移

動を伴う変化が多い様子が見て取れる。就職、転職、家族構

成の変化に伴う移住等が想起されよう。なお、都道府県間移

動は22歳が最多、都道府県内移動は26歳が最多である。

都道府県別に2022-2023年にかけての転入・転出の状況

を見ていきたい（図表1）。

転入者数は10都府県で増加しており、対前年増加数で最

も増加しているのは東京都（1万4346人増加）、増加率では

沖縄県（4.5%）である。転入者数が多いのは東京都45万

4133人、神奈川県23万6543人をはじめ、10万人台は埼

玉県、大阪府、千葉県、愛知県、福岡県の5府県で、これら7都

府 県 へ の 転 入 者 数は 144万 8653人 で 転 入 者 総 数 の

56.9％を占める。

転出者数は29道府県で増加しており、対前年増加数で最

も増加したのは千葉県（1296人増加）、増加率では大分県

（3.9%）である。転出者数が多いのは東京都38万5848人、

次いで神奈川県20万7937人、ほか10万人台は大阪府、埼

玉県、千葉県、愛知県、福岡県、兵庫県で、これら8都府県か

らの転出者数の合計は141万4688人で転出者総数の

55.6％を占める。

図表1の右列にある2023年「転入超過数」を見ると、東京

都が6万8285人と最多、次いで神奈川県2万8606人、埼
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都道府県

転入者数 転出者数 転入超過数

2023 年 2022 年 
(A)

対前年増減
2023 年 2022 年 

(A)

対前年増減
2023 年 2022 年 対前年 

増減数実数 
（B）

率 
（%・B/A）

実数 
（B)

率 
（%・B/A）

全国 2,544,639 2,553,434 -8,795 -0.3 2,544,639 2,553,434 -8,795 -0.3 0 0 0

北海道 53,382 54,415 -1,033 -1.9 58,620 57,891 729 1.3 -5,238 -3,476 -1,762

青森県 16,236 17,226 -990 -5.7 21,892 21,801 91 0.4 -5,656 -4,575 -1,081

岩手県 16,220 16,894 -674 -4.0 20,843 21,267 -424 -2.0 -4,623 -4,373 -250

宮城県 45,915 47,379 -1,464 -3.1 47,367 46,742 625 1.3 -1,452 637 -2,089

秋田県 10,697 10,961 -264 -2.4 13,606 13,715 -109 -0.8 -2,909 -2,754 -155

山形県 12,670 12,985 -315 -2.4 16,523 16,501 22 0.1 -3,853 -3,516 -337

福島県 24,226 24,643 -417 -1.7 30,805 31,376 -571 -1.8 -6,579 -6,733 154

茨城県 58,289 59,752 -1,463 -2.4 60,152 59,292 860 1.5 -1,863 460 -2,323

栃木県 37,296 38,400 -1,104 -2.9 38,796 38,696 100 0.3 -1,500 -296 -1,204

群馬県 37,100 36,452 648 1.8 38,041 36,838 1,203 3.3 -941 -386 -555

埼玉県 189,756 191,931 -2,175 -1.1 164,917 166,567 -1,650 -1.0 24,839 25,364 -525

千葉県 161,274 163,761 -2,487 -1.5 156,489 155,193 1,296 0.8 4,785 8,568 -3,783

東京都 454,133 439,787 14,346 3.3 385,848 401,764 -15,916 -4.0 68,285 38,023 30,262

神奈川県 236,543 237,839 -1,296 -0.5 207,937 210,275 -2,338 -1.1 28,606 27,564 1,042

新潟県 22,504 22,796 -292 -1.3 28,354 28,626 -272 -1.0 -5,850 -5,830 -20

富山県 13,854 14,109 -255 -1.8 15,716 15,384 332 2.2 -1,862 -1,275 -587

石川県 18,515 19,105 -590 -3.1 20,976 21,465 -489 -2.3 -2,461 -2,360 -101

福井県 9,686 9,980 -294 -2.9 13,094 13,632 -538 -3.9 -3,408 -3,652 244

山梨県 15,277 16,157 -880 -5.4 15,863 15,453 410 2.7 -586 704 -1,290

長野県 31,372 32,942 -1,570 -4.8 33,300 32,347 953 2.9 -1,928 595 -2,523

岐阜県 32,505 33,080 -575 -1.7 37,021 36,883 138 0.4 -4,516 -3,803 -713

静岡県 58,742 59,075 -333 -0.6 64,896 63,733 1,163 1.8 -6,154 -4,658 -1,496

愛知県 123,979 123,833 146 0.1 131,387 131,743 -356 -0.3 -7,408 -7,910 502

三重県 30,432 31,819 -1,387 -4.4 36,829 36,324 505 1.4 -6,397 -4,505 -1,892

滋賀県 30,684 31,628 -944 -3.0 30,672 30,073 599 2.0 12 1,555 -1,543

京都府 59,452 59,246 206 0.3 62,087 61,280 807 1.3 -2,635 -2,034 -601

大阪府 177,874 173,710 4,164 2.4 167,082 167,171 -89 -0.1 10,792 6,539 4,253

兵庫県 92,924 94,569 -1,645 -1.7 100,321 100,194 127 0.1 -7,397 -5,625 -1,772

奈良県 24,515 24,463 52 0.2 25,834 25,690 144 0.6 -1,319 -1,227 -92

和歌山県 12,051 12,254 -203 -1.7 14,174 14,274 -100 -0.7 -2,123 -2,020 -103

鳥取県 8,482 8,652 -170 -2.0 10,238 9,975 263 2.6 -1,756 -1,323 -433

島根県 10,697 10,539 158 1.5 12,586 12,341 245 2.0 -1,889 -1,802 -87

岡山県 28,918 29,268 -350 -1.2 34,539 34,795 -256 -0.7 -5,621 -5,527 -94

広島県 44,660 45,717 -1,057 -2.3 56,069 54,924 1,145 2.1 -11,409 -9,207 -2,202

山口県 23,185 23,215 -30 -0.1 26,903 26,022 881 3.4 -3,718 -2,807 -911

徳島県 9,418 9,930 -512 -5.2 11,975 12,203 -228 -1.9 -2,557 -2,273 -284

香川県 16,283 16,889 -606 -3.6 19,067 19,531 -464 -2.4 -2,784 -2,642 -142

愛媛県 17,727 18,520 -793 -4.3 22,506 22,452 54 0.2 -4,779 -3,932 -847

高知県 9,204 9,481 -277 -2.9 11,039 10,879 160 1.5 -1,835 -1,398 -437

福岡県 105,094 106,149 -1,055 -1.0 100,707 101,280 -573 -0.6 4,387 4,869 -482

佐賀県 16,261 16,615 -354 -2.1 17,437 17,516 -79 -0.5 -1,176 -901 -275

長崎県 21,853 22,404 -551 -2.5 28,292 27,623 669 2.4 -6,439 -5,219 -1,220

熊本県 30,375 31,277 -902 -2.9 31,999 31,654 345 1.1 -1,624 -377 -1,247

大分県 19,604 20,258 -654 -3.2 22,712 21,859 853 3.9 -3,108 -1,601 -1,507

宮崎県 18,843 18,763 80 0.4 19,954 20,001 -47 -0.2 -1,111 -1,238 127

鹿児島県 27,085 26,951 134 0.5 29,837 29,223 614 2.1 -2,752 -2,272 -480

沖縄県 28,847 27,615 1,232 4.5 29,337 28,966 371 1.3 -490 -1,351 861

図表1　都道府県別転入者数、転出者数、転入超過数（2022 年、2023 年）

一言で「若者の移動」といっても、時期・区分等によって見え方は異なる。
本特集では3つの調査をご紹介したい。
①年齢帯を問わない全体的な移動傾向、②進学段階における移動傾向、③就職段階における移動傾向の 3つである。
①②は編集部リポートとしてまとめ、③は就職みらい研究所に調査報告として寄稿頂いた。

第1章 国内の人の動き
第 1 章では、総務省統計局の「住民基本台帳人口移動報告 2023 年結果」を引用して、
国内の人の動き全体について概観したい。

※データ類は全て「住民基本台帳人口移動報告 2023 年結果」（総務省統計局）より引用
※本調査における市区町村間移動者とは、「市区町村間で住所を移し、転入の届出を行った者の数」、即ち住民票の移動をした人数を指す
※ 3 大都市圏とは、東京圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）、名古屋圏（愛知県・岐阜県・三重県）、大阪圏（大阪府・兵庫県・京都府・奈良県）を指す

出典：「住民基本台帳人口移動報告 2023 年結果」（総務省統計局）P.7　表 5
※転入超過数の対前年増減数が増加の都道府県を青網掛、減少の都道府県を赤網掛

カレッジマネジメント編集部

 鹿島 梓

2023年の国内移動者数は526万人台、
うち都道府県間移動者は254万人台で減少傾向

転入者は10都府県で増加、
転出者は29道府県で増加

7都府県で転入超過、
40道府県で転出超過
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まず、高校出身者を母数に、大学進学した地域に応じて

「同一都道府県内進学者（緑）・同一エリア内異都道府県進学

者（黄）・異なるエリアへの進学者（橙）」で区分した図表3-1

から見ていこう。

自エリアから異なるエリアへの流出率が高いのは、北関

東・甲信越 66.2%（うち流出先トップは南関東51.1%）、四

国 62.0%（うち流出先トップは近畿27.6%）、北陸 52.9%

（うち流出先トップは近畿19.5%）の順である。

同エリア内での異なる都道府県への進学者が多いのは、

南関東 44.9%、近畿 39.5%、九州・沖縄 22.9%となる。

特に「異なるエリアへの流出」についての傾向を図表3-2

にまとめたが、流出率が低いのは南関東と近畿という大都

市圏エリアだ。進学段階で流出が少ない理由としては、大

学の数が多く、分布としても各偏差値帯に十分な大学群が

形成されており、学びたい分野等を含めたマッチングが成

立し、出る必要性が低いことが挙げられる。一方で流出率

が高いのは北関東・甲信越、四国、北陸となっており、これら

は都市部隣接、あるいは自エリア内の大学設置数が多くな

いエリアである。都市部に向かうのがある種自然な風土で

ある、交通網が発達しており都市部への移動の負荷が低い、

若者はなぜ移動するのか
特集1

図表3-1　全国の大学進学者　エリア別流出状況

図表3-2　全国の大学進学者　異なるエリアへの流出状況

エリア別流入出データとは、文部科学省「学校基本調査」の
結果をもとに、リクルート進学総研で「出身高校の所在地
県別大学進学者数」×「大学所在地別進学者数」の情報をエ
リア別（北海道・東北・北関東甲信越・南関東・北陸・東海・近
畿・中国・四国・九州沖縄）の観点で加工し、エリア間の進学
による流出入の状況を可視化したデータである（図表2）。

「流出データ」は「該当エリア高校出身者で大学進学した
人」の内訳を見たデータであり、「流入データ」は「該当エリ
アの大学に進学した人」の内訳を見たデータであるため、
母集団・母数が異なることに留意が必要となる。

第2章 進学段階の移動
第 2 章では、主に「エリア別流入出データ」を用いて進学段階の移動について俯瞰したい。

玉県2万4839人、大阪府1万792人と続き、都市部を中心

とした7都府県で転入超過となった。一方「転出超過」は広

島県が1万1409人と最多、次いで愛知県7408人、兵庫県

7397人、福島県6579人等、40道府県で転出超過となっ

た。紙幅の都合でデータ掲載は見送ったが、3大都市圏に

絞って見ると3大都市圏全体は10万7635人の転入超過、

前年に比べ2万6681人の拡大が見られる。特に東京圏は

12万6515人の転入超過（前年比2万6996人拡大）、かつ

2年連続で東京圏以外の全道府県との間で転入超過だ。そ

の年齢別内訳は20～24歳が最多（8万1537人）、次いで

25～29歳（3万2605人）、15～19歳（2万1649人）となっ

ており、15～29歳の若い世代で13万5791人の転入超過

が起こっている。

増加にせよ減少にせよ、巨大な人流ターミナルとなって

いる東京圏だが、特に「東京特別区部」の存在感は大きい。

「東京特別区部」とは、地方自治法で規定されているいわゆ

る東京23区のことで、特別区全体で約950万人が暮らし

ている。2023年の転入者数は40万1407人、転出者数は

34万7508人、転入超過数は5万3899人と圧倒的だ。た

だし、統計上は23の区が一括りで集計されるため、実態が

やや見えにくくはある。

異なる都道府県への流出（％）
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図表2　エリア別流入出データとは
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自らの学力帯に合う大学が地元にないといった事情が垣間

見える。

次に、大学進学者を母数に、進学してきた学生の出身地

域に応じて「同一都道府県内進学者（緑）・同一エリア内異

都道府県進学者（水色）・異なるエリアからの進学者（青）」

で区分した図表4-1を見てみよう。

同一都道府県内進学者が多いのは、1位北海道 74.1%、

2位東海 62.6%、3位九州・沖縄 56.4%となる。

先と同様に、特に「異なるエリアからの流入」についての

傾向を図表4-2にまとめたが、流入率が低いのは九州・沖

縄、東海エリアの大学である。一方で流入率が高いのは、

北陸、北関東・甲信越、四国、中国といったエリアとなった。

これらのエリアは先に見た「流出率が高い」エリアでもあ

り、交通網の発達等により流出も流入も通過もしやすい状

況にあるのではないだろうか。また、興味深いのは「流出

しない」傾向の高かった近畿、南関東において、流入観点で

見ると、自県、自エリア他県、他エリアの割合が3～4割で

拮抗していることだ。当然個々の大学によって差はあろ

うが、全体として見ると、流出しない層で形成されるのは

全体の3割程度の集団であり、残りの6～7割は自エリア

他県、他エリアで構成される、多様性の高い集団となって

いることが分かる。逆にこの平均値よりも自校の流入状

況が芳しくない場合、越境してくる学生に選ばれていない

可能性が高いともいえそうだ。

第1章で若者が移動するタイミングとして多いのは進学

と就労であることに触れたうえで、第2章で進学における

流入出を見てきた。では若者はなぜ移動するのか。デー

タだけでは判別しづらいところではあるが、本稿では筆者

主観を含め以下に移動要因を整理したい。

まずは、本人が何らかの目的意識を持ち、学びたいこと

を求めて・あるいは地元外で挑戦したいという意志をこめ

て越境していくパターン。これが最も望ましい移動とも

いえそうだ。地方から都市部に出ることもあれば、都市部

から地方に挑戦しに行くというパターンも当然考えられ

若者はなぜ移動するのか
特集1

図表4-1　全国の大学進学者　エリア別流入状況

図表4-2　全国の大学進学者　異なるエリアからの流入状況
図表5　地域別大学マーケット模式図（イメージ）
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主体的な移動をどのように促すか
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※偏差値・シェアは目安・イメージ

県内国公立ゾーン　
偏差値60～　県内シェア30％前後

私大中位ゾーン　
偏差値50～　県内シェア40％前後

私大中下位ゾーン　
偏差値～45　県内シェア20％前後

私大下位ゾーン　
偏差値BF～ 40　県内シェア10％前後

都市部の
偏差値中上位大学へ流出

地域別大学マーケットの構造不況
要因①：私大上位層の流出

地域別大学マーケットの構造不況
要因②：下位私大マーケットの停滞
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若者はなぜ移動するのか
特集1

図表6　都道府県×学科分野系統　分布データ（北海道のみ抜粋）

学科系統（分野） 北海道
学科数 定員数 志願者数 倍率

人
間
・
心
理
・
教
育
・
福
祉

哲学・宗教学 0 0 0 ―
心理学 6 366 1,456  3.98
人間科学 4 195 861  4.42
教育学 10 2,085 6,211  2.98
保育・児童学 4 268 622  2.32
福祉学 9 473 1,035  2.19

計 33 3,387 10,185  3.01
分野内　複合 4 136 310  2.28

（単科）合計 29 3,251 9,875  3.04

地
球
・
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

地球・宇宙学 2 192 608  3.17
環境科学 1 91 267  2.93
エネルギー・資源工学 4 120 259  2.16
原子力工学 0 0 0 ―

計 7 403 1,134  2.81
分野内　複合 0 0 0 ―

（単科）合計 7 403 1,134  2.81

国
際
・
語
学

国際関係学 3 389 1,373  3.53
国際文化学 3 198 684  3.45
語学（外国語） 2 857 2,568  3.00
語学（日本語） 1 82 189  2.30

計 9 1,526 4,814  3.15
分野内　複合 2 154 404  2.62

（単科）合計 7 1,372 4,410  3.21

ス
ポ
ー
ツ
・
健
康
・
医
療

スポーツ学 4 361 949  2.63
健康科学 3 350 446  1.27
医学（専門課程） 3 295 1,719  5.83
歯学（専門課程） 2 123 536  4.36
薬学 4 340 1,659  4.88
看護学 12 1,018 4,329  4.25
保健衛生学 3 291 1,028  3.53
リハビリテーション学 12 640 2,890  4.52
医療技術学 8 506 3,029  5.99

計 51 3,924 16,585  4.23
分野内　複合 2 120 620  5.17

（単科）合計 49 3,804 15,965  4.20

工
学
・
建
築
・
技
術

機械工学 5 694 3,311  4.77
航空・船舶・自動車工学 1 325 1,368  4.21
システム・制御工学 6 610 2,266  3.71
情報工学 8 483 3,023  6.26
通信工学 2 207 619  2.99
電気工学 5 652 3,120  4.79
電子工学 6 720 3,807  5.29
画像・音響工学 0 0 0 ―
建築学 5 562 2,773  4.93
土木工学 1 325 1,368  4.21
環境工学 5 348 1,618  4.65
応用物理学 1 48 420  8.75
応用化学 2 207 619  2.99
材料工学 1 207 619  2.99
経営工学 0 0 0 ―

計 48 5,388 24,931  4.63
分野内　複合 16 712 5,438  7.64

（単科）合計 32 4,676 19,493  4.17

そ
の
他

その他 2 1,094 2,977  2.72
合計 284 25,878 97,013  3.75

分野内　複合 52 4,044 16,012  3.96
（単科）合計 232 21,834 81,001  3.71

学科系統（分野） 北海道
学科数 定員数 志願者数 倍率

文
化
・
地
理
・
歴
史

地理学 0 0 0 ―
歴史学 0 0 0 ―
考古学 0 0 0 ―
文化人類学 1 74 179  2.42
日本文化学 2 132 487  3.69
言語学 0 0 0 ―
教養学 2 44 66  1.50

計 5 250 732  2.93
分野内　複合 0 0 0 ―

（単科）合計 5 250 732  2.93

芸
術
・
文
学
・
表
現

音楽 1 60 90  1.50
美術 3 291 827  2.84
デザイン 3 207 879  4.25
舞台・演劇学 0 0 0 ―
日本文学 1 82 189  2.30
外国文学 2 132 572  4.33
児童文学 0 0 0 ―
文芸学 0 0 0 ―

計 10 772 2,557  3.31
分野内　複合 0 0 0 ―

（単科）合計 10 772 2,557  3.31

数
学
・
物
理
学
・
化
学

数学 2 258 1,132  4.39
物理学 2 252 1,083  4.30
化学 2 266 1,160  4.36

計 6 776 3,375  4.35
分野内　複合 0 0 0 ―

（単科）合計 6 776 3,375  4.35

法
律
・
政
治
・
経
済

法学 8 1,192 4,036  3.39
政治・政策学 2 0 0 ―
総合政策学 1 70 142  2.03
経済学 16 1,587 5,853  3.69
経営学 16 1,076 4,556  4.23
商学 5 190 347  1.83

計 48 4,115 14,934  3.63
分野内　複合 10 1,924 6,232  3.24

（単科）合計 38 2,191 8,702  3.97

家
政
・
生
活

栄養・食物学 7 675 1,289  1.91
服飾・被服学 0 0 0 ―
住居学 0 0 0 ―
生活科学 0 0 0 ―

計 7 675 1,289  1.91
分野内　複合 0 0 0 ―

（単科）合計 7 675 1,289  1.91

生
物

生物学 11 417 2,013  4.83
生命科学 6 362 1,139  3.15
農学 4 451 915  2.03
森林科学・水産学 7 367 1,432  3.90
獣医・畜産学 6 462 3,086  6.68

計 34 2,059 8,585  4.17
分野内　複合 6 312 1,798  5.76

（単科）合計 28 1,747 6,787  3.88

社
会
・
マ
ス
コ
ミ

社会学 7 355 1,525  4.30
観光学 3 75 96  1.28
情報学 7 558 1,733  3.11
図書館情報学 0 0 0 ―
コミュニケーション学 4 173 434  2.51
マスコミ学 0 0 0 ―
メディア学 3 348 1,127  3.24

計 24 1,509 4,915  3.26
分野内　複合 12 686 1,210  1.76

（単科）合計 12 823 3,705  4.50

※リクルート入試実態調査をもとに、学科系統別の学科設置数・定員数・志願者数をエリア別・県別にまとめたデータ
※定員数・志願者数は、大学からのアンケート調査回答データによる（学科が存在しても、回答のない場合は０表記となる）
※単独分野・複合分野　延べ数　（複合分野＝複数の分野がある学科）		
※全体のデータはリクルート進学総研サイトでダウンロードしてご覧ください（https://souken.shingakunet.com/research/2024/01/2023.html）		

データを見る限り、進学段階における人の往来は活発な

様子だが、巻頭座談会で話された現場の実感を踏まえると、

本人が出たくて出るという「主体的な流出」はむしろ減少傾

向にあるようだ。つまり、先に挙げたマーケット状況や環

境要因による目的意識の希薄な流出は相対的に増えている

が、自らの学びを求めての流出はそこまで増えていないと

もいえそうだ。

であるならば、大学は他エリアの若者に対して主体的な

流出を促す学びへの興味喚起をきちんとできていないし、

高校生は自らの人生を自ら選ぶ主体性を育めていない可能

性が高い。

大学を主語にすると、学修成果の可視化、学びの個別最適

化等の流れからして、学ぶ意欲を持つ学生による高い学修成

果を世に示すことが、これからの大学の存在価値になり得る。

つまり、募集にせよ教育にせよ、数よりも「目的意識の高い層

をどう興味喚起・獲得できるか」という質の確保にシフトしつ

つあるのではないか。高校教育段階と大学の教育や学べる

内容との接続に、主体的な移動者獲得の余地がある。筆者は

高大接続や入試についてリサーチをしているため、その突破

口の1つが探究支援であるのではないかとも思われる。

意志を持って移動している層や交通網による流出を止め

ることはできない。打ち手として考えられるのは、「何とな

く流出している層をどのように流出させないか」。そして、

「移動してでも通いたいと思える大学をどのように実現す

るのか」という2点であろう。

特に後者について、「この大学なら実家を出てでも通いた

い」と選ばれている大学には、どんな特徴があるのだろうか。

前述で都会に住む学生は「あえて出る必要性が低い」という

言い方をしたが、では「あえて都会から出よう」と思うのはど

ういうケースになるだろうか。そもそも、地方の大学は都会

に若者を「取られる」という認識一辺倒になってはいないだ

ろうか。都市部の引力の大きさはデータにも表れているが、

それを踏まえたうえでも、都会との二項対立的ではない魅力

の育み方にはどのようなポイントがあるだろうか。

もちろん正解は1つではないだろうが、今回はそうしたこ

とを考えるきっかけにして頂きたい特集である。

る。われわれは、若者がどういう時に移動したいと思うの

かを掴めているだろうか。また、そうした意欲ある若者が

惹きつけられるような地域づくり・学校づくりができてい

るだろうか。

そして、やや消極的な移動パターンにはいくつかの複合

的な要因があるように思われる。

まず、マーケットの構造上の問題だ。端的に言えば、需

要側が求めるニーズに対応した供給サイドのプレイヤー

がいないというケースである。市場に十分なプレイヤー

がいない、即ち大学設置数の少ない地方で頻発するのがこ

の事象である。生徒は少なかったとしてもそのニーズは

多様である。ターゲットニーズのグラデーションに供給

側が対応できていない場合で特に多いのは、学力と学ぶ分

野のアンマッチだ。

学力のアンマッチについては図表5に構造を例示した。

供給サイドの数が多い都市部を除く大半の県で起こって

いるのが、ここで示す「要因①私大上位層の流出」である。

県内のトップレイヤーを形成する国公立大学と同時併願

するような学力帯の大学がない、あるいは少ないため、そ

の偏差値帯の若者が流出してしまう。あるいは、「要因②

下位私大マーケットの停滞」も厳しい。募集状況的に改革

の余力がない大学群が多くなれば、魅力的な大学づくりが

やりたくてもできず、学生が集まらない状況に拍車がかか

る。

そして学ぶ分野のアンマッチについては図表6に部分的

に例示した通り、学科の分布状況を見る必要がある。これ

は供給側が提供できている学問分野とも読み変えること

ができる。自分が学びたい分野があれば地元に留まる可

能性はあるが、分野自体がないとなれば、地元に残ってほ

かの分野で妥協するか、学びを優先して移動するかの二択

となる。もちろん市場形成に至る需要の存在が前提とな

るため、「今自県に存在しないからこの分野を作れば必ず

集まる」といった単純な話ではないものの、トリガーの1つ

として考えることはできるだろう。

これらに加えて、交通網の存在も非常に大きい。都市部

隣接地域では交通網自体が都市部に向かう設計になって

いることが多いためこの影響は特に大きく、消極的なとい

うよりも無意識的に流出する素地になっているのは間違

いないだろう。しかし、こうした環境要因による流出を防

ぐことは当然ながら不可能である。

「何となく流出」を止めて
「移動してでも通いたい大学」をどう作るか

https://souken.shingakunet.com/publication/collegemanagement/

